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（当社）SBIホールディングス株式会社は、主としてインターネット関連企業に対するベンチャー・キャピタル事業を行うため

1999年7月に設立されました。以後、合併・買収を通じてインターネット関連企業以外にも投資分野を拡大して参りました。

当社及び当社の連結子会社はアセットマネジメント、ブローカレッジ＆インベストメントバンキング、ファイナンシャル・サ

ービスの３つのコアビジネスを軸とした「総合的な金融サービス」を提供する企業グループとして積極的な事業展開を推進して

おります。一方、当社及び連結子会社はさらに不動産及び生活関連ネットワークの分野にも進出し、５つのコアビジネス体制に

より金融および金融以外ひの分夜資 りのサービッを提供門禓れ体制 ひ刃 して制晴うとして制 す。

ドキャピタル株式会社により、日本最大級のベンヂ ドキャピタヘァベ∵
理 及 び 開 示 の 基 準 と は 一 部 異 な る 日 本 基 準（ 日 本 で 一 般 に 公 正 妥 克

a. 連結 ― 2006年3月31日現在の連結財務諸表は、当社と連結子会社37社（2005年3月31日現在は36社）を含めておりま

岩8配非社37社］ る］ れ る岩 8 y ﾚ 資 額 が 被 投 資 会 社 の 取 得 時 の 純 資 産 を 下 回 っ た 場 合 は そ の 金 額 が 貸 方 連 結 調 整 勘 定 と し て 計 上 さ れ ま す 。 連 結 調 整 勘 定 の 償 却 に
ついては効果の発現する期間を合理的に見積もりできるものはその見積期間で、その他のものは20年間で均等償却しておりま
す。但し、金額が僅少なものについては発生時に一括償却しております。

連結会社間の重要な債権債務及び取引はすべて消去されております。また、連結会社間の取引∵エに係る会計処理は、当社及び当社の連結

子会社の出資持分割合に応じて持分法と同様の会計処理によっております。ただし、投資事業組合等の収益ぐ

ます。

1. 事業の概況及び連結財務諸表の瓦 基 �È�A�R�¿	~¯º¿�{
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ASBJは、2005年11月29日に役員賞与に関する会計基準を公表し、上記の企業会計基準適用指針公開草案と差し替えまし
た。新しい会計基準の下では、役員賞与は費用計上が義務づけられ、未処分利益の減少として処理することは認められなくなり
て処理することになりました。2005年5月より前は委託者が取引を転売又は買戻し及び受渡しにより決済したときに売上高と
して計上しておりました。この変更による損益への影響は軽微であります。

2005年及び2006年3月31日現在において、商品取引所法の規定に基づき所定の金融機関に分離保管されている資産の内訳
は茜

104

流動資産：
 彠翆輩槗 彠

 彠翆悗傅 彠
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当社及び国内子会社は、利益に対し日本の国税及び地方税を課税されますが、法定実効税率は2005年及び2006年ともに
40.69%であります。
2005年及び2006年3月31日現在の重要な一時差異としy天ª れま究 及筆辻 び2 重子 2𧝒寚重し桶まありま∵
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32. 消費貸借契約により借り
入れている有価証券等

33. 後発事項

(3) 海外売上高

2006

百万円

北米 その他 合計

海外売上高（A） ¥13,344 ¥7,870 ¥ 21,214
連結売上高（B） 137,247


	連結財務諸表注記



